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１１ 何故「国際エネルギー戦略」か？何故「国際エネルギー戦略」か？

■■ 「エネルギー政策」の目標としての３Ｅ（エネルギーセキュ「エネルギー政策」の目標としての３Ｅ（エネルギーセキュ
リティ、環境、経済効率）のカギリティ、環境、経済効率）のカギ
国際エネルギーシステム：エネルギーの需要と供給を国際エネルギーシステム：エネルギーの需要と供給を
短期的にも長期的にも均衡させる制度と市場短期的にも長期的にも均衡させる制度と市場

■■ 日本の国益としての「国際戦略」のカギ日本の国益としての「国際戦略」のカギ
国際国家として国際社会で名誉ある地位国際国家として国際社会で名誉ある地位
政治的・経済的利益政治的・経済的利益として世界とアジアに働きかけとして世界とアジアに働きかけ
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２２ エネルギーを見る視点エネルギーを見る視点

■■ 政治か経済か？政治か経済か？

理想は市場理想は市場((““ resiliencyresiliency”” ))、但し市場は完全ではない、但し市場は完全ではない

エネルギー資源の偏在エネルギー資源の偏在→→地政学的要素地政学的要素

必要な政治経済的アプローチ必要な政治経済的アプローチ
日本の比較優位は経済日本の比較優位は経済

■■ 需要と供給需要と供給
需要があって初めて供給は成り立つ需要があって初めて供給は成り立つ

日本の比較優位は需要日本の比較優位は需要

■■ 日本は無資源国か？日本は無資源国か？
省エネ＝エネルギー供給省エネ＝エネルギー供給
１４１４．．００億ｔｏｅ（米国並み）－５．２億ｔｏｅ（実績）億ｔｏｅ（米国並み）－５．２億ｔｏｅ（実績）
＝＝８８．．８８億ｔｏｅ＝億ｔｏｅ＝１８１８００万００万B/DB/D
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２２ エネルギーを見る視点エネルギーを見る視点（２）（２）

■■ エネルギーと環境はコインの表裏エネルギーと環境はコインの表裏

（経済活動に伴うインプット（経済活動に伴うインプット エミッション）エミッション）

■■ 経済は国境を越える（グローバル化、アジア経済統合）経済は国境を越える（グローバル化、アジア経済統合）
→→インプットとエミッションも越境インプットとエミッションも越境

■■ 国境を越えた経済、エネルギー、環境の市場と制度を考え国境を越えた経済、エネルギー、環境の市場と制度を考え
るべきるべき
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３３ 国際エネルギー情勢国際エネルギー情勢

■■ 歴史的経緯歴史的経緯
５０～６０年代：セブン・メジャーズ・カルテル５０～６０年代：セブン・メジャーズ・カルテル

７０～８０年代前半：国有化、ＯＰＥＣカルテル７０～８０年代前半：国有化、ＯＰＥＣカルテル
８０年代後半～：国際石油市場、ガス、原子力８０年代後半～：国際石油市場、ガス、原子力
石炭石炭→→石油カルテル石油カルテル→→石油市場石油市場→→脱石油？脱石油？

■■ 現状：需給の逼迫、石油価格は上昇現状：需給の逼迫、石油価格は上昇
but but ドルベース実質価格のピークは＄８０～９０ドルベース実質価格のピークは＄８０～９０//ＢＢ
原油原油 ：５３５００円：５３５００円//ｋｌ（１９８２）ｖｓ３９０００円ｋｌ（１９８２）ｖｓ３９０００円//ｋｌ（２００５）ｋｌ（２００５）

ガソリンガソリン ：： １７１円１７１円//ｌｌ （１９８２）（１９８２） ｖｓｖｓ １２８円１２８円//ｌｌ （２００５）（２００５）
原油輸入原油輸入//ＧＤＰＧＤＰ：： ４．８％（１９８０）４．８％（１９８０） ｖｓｖｓ １．３％１．３％ （２００４）（２００４）
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安定期
1～2ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ時代

・OPEC諸国が石油産業を国営

化、価格引上げを実施。
・非ＯＰＥＣ諸国による生産拡大
など、供給源は多様化。

・原子力、天然ガス等石油代替
や省エネ推進が本格化。

・消費国側で国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関（Ｉ
ＥＡ）設立、国家備蓄の開始

・市況は安定
・上流への投資が鈍化し、油田
開発は停滞気味

・エネルギー消費は再び増加傾
向

・一次エネルギーに占め
るシェアで石油が石炭
を逆転

・安価な石油と大型タン
カー普及によって、石油
の安定的かつ低廉な供
給が実現。石油は高度
経済成長の原動力に。

・中国、インドなどのエネ
ルギー需要急増、ＯＰ
ＥＣの供給余力の低下
等による構造変化によ
り、世界のエネルギー
需給は構造的な逼迫
局面に。

【図 原油価格の長期的な推移と国際石油市場の構造変化】

出典）経済産業省
作成。我が国の取
引量が多い、サウ
ジアラビア産「アラ
ビアン・ライト」の
価格推移。ただし、
価格決定方式は
時期により異なる。

第一の構造変化
石油ショックへの対応

安定期
13～19ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ時代

第二の構造変化
構造的な需給逼迫
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アラビアンライト価格

（単位：ドル／バレル）

90.8.2
イラクのクウェート侵攻

2001.9.11
米国同時多発テロ事件

2003.3.20
米国主導のイラク攻撃開始

73.10
第４次中東戦争勃発

79.2.11
イラン暫定革命政府樹立

80.9.9
イラン・イラク戦争勃発

第二次オイルショック時の
最高値：３４ドル／バレル

第一次オイルショック時の
最高値：１１．６５ドル／バレル

湾岸戦争時の最高値：
３２．４９ドル／バレル

国際石油市場の変遷国際石油市場の変遷国際石油市場の変遷
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■■ 国際エネルギー需給見通し国際エネルギー需給見通し

２０３０年まで化石燃料中心２０３０年まで化石燃料中心

増大するアジアの需要増大するアジアの需要

増大するＣＯ２への懸念（地球環境問題）増大するＣＯ２への懸念（地球環境問題）
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【図 世界の地域別エネルギー需要の推移と見通し】

世界エネルギー需給見通し世界エネルギー需給見通し世界エネルギー需給見通し
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（出典）IEA World Energy Outlook 2004

・世界のエネルギー需要は、アジアを中心として急速に伸び、２０３０年には２００２年比・世界のエネルギー需要は、アジアを中心として急速に伸び、２０３０年には２００２年比

で６０％増加する見込み。（全体の伸びの約４６％は、アジア地域）で６０％増加する見込み。（全体の伸びの約４６％は、アジア地域）



10

22%22%23%23%
25%

35%
35%

35%
36%

44%

25%

24%

22%

21%

16%

5%

5%

6%

7%

1%

2%

2%

2%

2%

2%

10%

10%

10%

11%

12%

2%

1%

1%

1%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1971 2002 2010 2020 2030

5,536

10,345

12,194

14,404

16,48
7

石炭

石油

天然ガス

原子力

水力

バイオマス及び廃棄物

その他再生可能
エネルギー

世界の燃料別エネルギー供給の推移と見通し

7



11

■■ 石油余剰生産能力低下、価格上昇石油余剰生産能力低下、価格上昇
余剰能力：９０年代６００万～８００万余剰能力：９０年代６００万～８００万B/DB/D
→→２００４～２００６年１００万～２００万２００４～２００６年１００万～２００万B/DB/D

■■ ピークオイル：２０１０年代ｖｓ２０３０年代？ピークオイル：２０１０年代ｖｓ２０３０年代？
技術の評価（可採率３５％技術の評価（可採率３５％→→？、発見率）？、発見率）

非在来型石油：ベネズエラ・オリノコ２７００億ﾊﾞﾚﾙ非在来型石油：ベネズエラ・オリノコ２７００億ﾊﾞﾚﾙ
（回収率２０％）、カナダ／オイルサンド１７００億ﾊﾞﾚﾙ（回収率２０％）、カナダ／オイルサンド１７００億ﾊﾞﾚﾙ

■■ 天然ガス、ＧＴＬ／ＤＭＥ天然ガス、ＧＴＬ／ＤＭＥ
成長する国際ＬＮＧ市場：１５０ｂｃｍ成長する国際ＬＮＧ市場：１５０ｂｃｍ(107(107百万百万t)t)、６％（２００２）、６％（２００２）

→→６８０ｂｃｍ６８０ｂｃｍ(490(490百万百万t)t)、１４％（２０３０）、１４％（２０３０）
期待されるＧＴＬ：０．４ｍｂｄ（２００２）期待されるＧＴＬ：０．４ｍｂｄ（２００２）→→２．４ｍｂｄ（２０３０）２．４ｍｂｄ（２０３０）

３３ 国際エネルギー情勢国際エネルギー情勢 (2)(2)
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【図 OPEC諸国の生産余力の低下】

（出典）OPEC供給余力： ＩＥＡ（国際エネルギー機関） Oil Market Reportより

原油価格（WTI）： NYMEX（ニューヨークマーカンタイル取引所）公表の数値より

最近のエネルギー市場の構造変化（１）最近のエネルギー市場の構造変化（１）最近のエネルギー市場の構造変化（１）

・供給面では、産油国における生産等への投資が円滑に進まず、ＯＰＥＣ諸国では、・供給面では、産油国における生産等への投資が円滑に進まず、ＯＰＥＣ諸国では、

原油価格が上昇しているにもかかわらず、供給余力の低下が見られる。原油価格が上昇しているにもかかわらず、供給余力の低下が見られる。
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14
（出典）（財）日本エネルギー経済研究所

『アジア・太平洋及び大西洋市場の天然ガス需給動向調査報告書』

【図 アジア地域のＬＮＧ需給バランス見通し】

アジア地域のＬＮＧ需給見通しアジア地域のＬＮＧ需給見通しアジア地域のＬＮＧ需給見通し

・中国・インドの経済成長等に伴い、ＬＮＧ需要は急増する見通し。但し、最近のＬＮＧ・中国・インドの経済成長等に伴い、ＬＮＧ需要は急増する見通し。但し、最近のＬＮＧ
価格上昇で、需要が鈍る動きも見られる。価格上昇で、需要が鈍る動きも見られる。

・供給側では今後、高いポテンシャルを持つ新規の生産プロジェクトが建設中ないし・供給側では今後、高いポテンシャルを持つ新規の生産プロジェクトが建設中ないし
検討されている。検討されている。

→→ このように、需給双方において大きな伸びが想定される中で、需給バランスの見このように、需給双方において大きな伸びが想定される中で、需給バランスの見
方も分かれている。方も分かれている。

9,136 9,136 8,376
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7,8702,670
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事業化検討中プロジェクト
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（万トン）

（注）
SPA：Sales Purchase Agreement
HOA：Heads of Agreement
いずれも売買契約期間、契約数量を含む
合意文書。
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■■ 原子力原子力
欧米に見直し気運、積極的なアジア欧米に見直し気運、積極的なアジア

６９２ｍｔｏｅ６９２ｍｔｏｅ(2,660Twh)(2,660Twh)（（20022002））
→→７６４ｍｔｏｅ７６４ｍｔｏｅ(2,930Twh)(2,930Twh)（（20302030））
中国３０ＧＷ、インド１３ＧＷ中国３０ＧＷ、インド１３ＧＷ(?)(?)

■■ 石炭石炭

アジア、米国を中心に根強い需要アジア、米国を中心に根強い需要
経済性ｖｓ環境性、カギ握るＣＣＴ経済性ｖｓ環境性、カギ握るＣＣＴ

■■ 再生可能エネルギー再生可能エネルギー
量的に多くを期待はできず、ｂｕｔ環境性、量的に多くを期待はできず、ｂｕｔ環境性、
セキュリティ対応で一定の役割セキュリティ対応で一定の役割
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■■ 増大する投資要求増大する投資要求

20302030年までに必要な年までに必要な1616兆ドルの確保兆ドルの確保

投資環境の課題投資環境の課題
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その他

探鉱開発

探鉱開発

LNG
チェーン

輸送・流通
貯蔵

精製

出典：IEA／World Energy Investment Outlook2003

石油 19% 電力 60%

石炭 2%
ガス 19%

72%

13%
15%

72%

13%

55%

37%
8%

55%

37%
8%

発電

54%

46%

送電・配電

54%

46%

採鉱

12%

88%

積出・船舶
12%

88%

総投資需要（３０年間累計）
１６兆ドル

【2001→2030年のエネルギー部門の総投資需要内訳】

●将来の需要増を満たすエネルギー資源は存在するが、これを供給力として実現するため、2030年ま
でに約16兆ドルの投資が世界的に必要となる（うち約半分はアジア等の発展途上国）見通し。エネル

ギー生産国・消費国双方で投資環境の整備が不可欠。

エネルギー分野への投資の必要性
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（出典）IEA/World Energy Investment Outlook (2003)
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４４ 主要国・地域動向主要国・地域動向

①①米国米国
■■ 国家エネルギー政策（ＮＥＰ）（２００１）国家エネルギー政策（ＮＥＰ）（２００１）→→

戦略計画（２００３）戦略計画（２００３）→→包括エネルギー政策法（２００５）包括エネルギー政策法（２００５）
→→先端エネルギーイニシアティブ（ＡＥＩ）（２００６）先端エネルギーイニシアティブ（ＡＥＩ）（２００６）

■■ 主導する国際協力枠組み：Ｇｅｎ４，ＣＳＬＦ、ＡＰＰ、ＧＮＥＰ主導する国際協力枠組み：Ｇｅｎ４，ＣＳＬＦ、ＡＰＰ、ＧＮＥＰ

■■ 石油輸入依存度の増大（２００４：６５％、１２ｍｂｄ石油輸入依存度の増大（２００４：６５％、１２ｍｂｄ→→
２０３０：６８％、１７ｍｂｄ）２０３０：６８％、１７ｍｂｄ）(EIA)(EIA)→→安全保障意識の高まり安全保障意識の高まり
→→外交、安保、地政学外交、安保、地政学

■■ エネルギー効率は改善、それでも主要先進国中最低エネルギー効率は改善、それでも主要先進国中最低

■■ 消極的な地球環境対応消極的な地球環境対応

■■ 長期的技術開発志向長期的技術開発志向



20

エネルギー政策法による主な対策

柱 課題 対策
運輸部門の省エネ ハイブリッド自動車・低燃費車の技術開発および

生産・購入支援

省エネルギーの推進 家電の省エネ基準引上げ、省エネ住宅・家電へ
の減税

国内エネルギー生産拡大 国内資源開発促進 メキシコ湾、アラスカ等での石油・ガス開発にあ
たってロイヤリティ減免

エネルギー供給多様化 代替エネルギー利用拡大 優遇税制(特に水素、クリーンコール技術、原子
力、エタノール)

精製能力の拡張 製油所建設にあたって行政手続の簡素化、税の
減免

パイプライン網の整備 天然ガスパイプラインの減価償却期間を短縮

LNG受入基地建設促進 建設に係る許認可権限の連邦(FERC)への帰属を
明確化

送電ｲﾝﾌﾗへの投資促進
供給安定性の確保

強制力ある信頼度基準の設定、信頼度機関の創
設
送電インフラの償却期間短縮

その他 緊急時対応 戦略石油備蓄の積み増し（７億→10億バレル）
供給途絶の場合、一時的に品質規制の緩和措置

技術による省エネルギー

エネルギーインフラ近代化

米国のエネルギー政策（１）２００５年エネルギー政策法の概要米国のエネルギー政策（１）２００５年エネルギー政策法の概要

出所：資源エネルギー庁
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クリーンコール技術
・技術開発促進のため１０年間で２０億ド

ルの研究資金を計上。
・2007年度予算において、技術開発に

2.8億ドルの予算計上を提案。

太陽光発電
・太陽光用半導体素材の研究開発費として、

2007年予算に1.5億ドル計上を提案。

風力発電
・研究開発費として、2007年予算に0.5億万ド

ルの予算計上を提案。

バイオ燃料イニシアティブ
・エタノール等バイオ燃料の輸送用燃料（現在はガソリン消費量の
2％）としての利用については、2012年までに年間消費量を75億ガロ
ンまで拡大することがエネルギー政策法で規定済み。
・上記に加え、従来のトウモロコシではなく、木屑や茎といった植物性
廃棄物等に含まれるセルロースを原料とした新しいエタノール製造
技術に2012 年までに経済性を備えさせるための研究開発に、1.5 億
ドルの予算を計上。
・その結果、将来において既存の燃料使用量の30%を代替する可能
性があることを示唆。

民生部門の電力源の多様化 自動車動力源の多様化

ハイブリット車関連技術
・プラグインハイブリット車及びハイブリット車用電池技術の促
進により、ガソリ無しでの走行を目指す。
・技術開発費として2007年予算に0.3億ドル予算計上を提案。

水素燃料電池イニシアティブ
・研究開発費として、2007年予算に2.9億ドル

の予算の計上を提案。
・４年以内の水素燃料電池のコスト半減が目標。

米国のエネルギー政策（２） 先端エネルギーイニシアティブ米国のエネルギー政策（２） 先端エネルギーイニシアティブ

2025年までに中東から輸入している石油の75％以上を代替することを目標とする。

出所：資源エネルギー庁
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アジア・太平洋パートナーシップ
【概要】

○○ 「クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナー「クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナー
シップ」（ＡＰＰ）は、シップ」（ＡＰＰ）は、20052005年年77月に米国主導によって立ち上月に米国主導によって立ち上
げられたげられたクリーンで効率的な技術の開発・普及・移転のクリーンで効率的な技術の開発・普及・移転のたた
めのめの地域協力を推進するパートナーシップ。地域協力を推進するパートナーシップ。

参加国は日本・米国・豪州・韓国・中国・インドの６ヶ国。参加国は日本・米国・豪州・韓国・中国・インドの６ヶ国。

○○ 20062006年年11月月1111～～1212日に、豪州シドニーで閣僚会合を開日に、豪州シドニーで閣僚会合を開
催。催。 セクター別アプローチなどに関し建設的な意見交換セクター別アプローチなどに関し建設的な意見交換
が行われるとともに、本パートナーシップの推進に向けたが行われるとともに、本パートナーシップの推進に向けた
政治的意思が確認された。政治的意思が確認された。

【【今後の展開今後の展開】】

○○ 今後の協力分野として以下の分野でタスクフォースを設今後の協力分野として以下の分野でタスクフォースを設
置し置し、具体的協力を開始することが決まった。、具体的協力を開始することが決まった。
①①よりクリーンな化石エネルギー、よりクリーンな化石エネルギー、②②再生可能エネギーと再生可能エネギーと
分散型電源、分散型電源、③③発電及び送電、発電及び送電、④④鉄鋼、鉄鋼、⑤⑤アルミニウム、アルミニウム、
⑥⑥セメント、セメント、⑦⑦石炭鉱業、石炭鉱業、⑧⑧建物及び電気機器。建物及び電気機器。

気候変動に関連する最近の対外的な取り組み気候変動に関連する最近の対外的な取り組み気候変動に関連する最近の対外的な取り組み

出所：資源エネルギー庁
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■■ ((参考）参考）ＩＥＡの評価ＩＥＡの評価

－－ セキュリティ対応としては、自国生産よりエネルギー貿セキュリティ対応としては、自国生産よりエネルギー貿
易をより重視すべし易をより重視すべし

－－ 環境外部性を評価し、市場解決のためにエネルギー環境外部性を評価し、市場解決のためにエネルギー

価格設定、課税、排出権取引等の経済的手段を活用価格設定、課税、排出権取引等の経済的手段を活用

すべしすべし

－－ 環境保全・エネルギー効率向上のため、費用効果の高環境保全・エネルギー効率向上のため、費用効果の高
くタイムリーな現実的な新技術展開を。くタイムリーな現実的な新技術展開を。
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②②ＥＵＥＵ

■■ エネルギーセキュリティに関するグリーンペーパー（２０００）エネルギーセキュリティに関するグリーンペーパー（２０００）

（備蓄強化など）（備蓄強化など）

→→省エネに関するグリーンペーパー（省エネ２０％目標）省エネに関するグリーンペーパー（省エネ２０％目標） （２００５）（２００５）

→→The GreenThe Green Paper on a European Strategy for Sustainable, Paper on a European Strategy for Sustainable, 

Competitive and Secure EnergyCompetitive and Secure Energy（共通エネルギー政策？）（共通エネルギー政策？）

（２００６ＥＵサミット）（２００６ＥＵサミット）

-- 目標は競争力、環境、供給セキュリティ目標は競争力、環境、供給セキュリティ

-- 優先分野は優先分野は

域内市場域内市場 : : 完全競争市場へ完全競争市場へ

域内エネルギー供給政策：加盟国の団結域内エネルギー供給政策：加盟国の団結

エネルギーミックス：分散・効率・持続可能エネルギーミックス：分散・効率・持続可能

環境：エネルギー効率、再生可能、低炭素供給の環境：エネルギー効率、再生可能、低炭素供給の

統合アプローチ統合アプローチ

技術革新：戦略的アプローチ技術革新：戦略的アプローチ

対外関係：一貫した対外政策対外関係：一貫した対外政策
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■■ 「集団的安全保障」「集団的安全保障」 vsvs 「ナショナルセキュリティ」「ナショナルセキュリティ」

““Europeans must act collectively on energy strategy. Europeans must act collectively on energy strategy. .. .. .. .. . . 

we need to buy from abroad, but exporters need to sellwe need to buy from abroad, but exporters need to sell””
（ソラーナ（ソラーナEUEU上級代表）上級代表）

■■ 原子力国家フランス、市場と企業重視のイギリス、原子力国家フランス、市場と企業重視のイギリス、
環境重視のドイツ環境重視のドイツ
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③③ロシアロシア

■■ ２０２０年までのエネルギー戦略（２００３）２０２０年までのエネルギー戦略（２００３）

■■ エネルギー供給パワー志向、国家管理志向エネルギー供給パワー志向、国家管理志向

「天然資源を国家管理下におき活用することによってロシ「天然資源を国家管理下におき活用することによってロシ
アは己の安全保障を確保することが可能となる」（１９９７，アは己の安全保障を確保することが可能となる」（１９９７，
プーチン論文）プーチン論文）
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■■ ユーラシアの大国（ヨーロッパ・アジアの両にらみ）ユーラシアの大国（ヨーロッパ・アジアの両にらみ）

「エネルギー輸出に関するロシアのポジションは、輸出先分散「エネルギー輸出に関するロシアのポジションは、輸出先分散
により、ヨーロッパ市場への過度の依存に起因するリスクをにより、ヨーロッパ市場への過度の依存に起因するリスクを
低減し、ロシアのエネルギーセキュリティを強化すること。低減し、ロシアのエネルギーセキュリティを強化すること。
ロシアには化石燃料の巨大な埋蔵があり、アジア太平洋市場ロシアには化石燃料の巨大な埋蔵があり、アジア太平洋市場
へのへの reliable supplierreliable supplierになる。」（２００６，になる。」（２００６，ロシア政府高官）ロシア政府高官）

■■ ノルウェーかサウジか？ノルウェーかサウジか？

「エネルギーエゴイズム」は現代の強い相互依存の世界では行きづまる。」「エネルギーエゴイズム」は現代の強い相互依存の世界では行きづまる。」
（（ ２００６２００６,, プーチン）プーチン）

「不透明な国家支配的独占のもとに、国際投資に門戸を閉ざし、「不透明な国家支配的独占のもとに、国際投資に門戸を閉ざし、
エネルギーエネルギー を新帝国主義的政治の道具に使っていては、グローバルを新帝国主義的政治の道具に使っていては、グローバル
エネルギーセキュリティアーキテクチャーは構築することはできない。」エネルギーセキュリティアーキテクチャーは構築することはできない。」

((２００６２００６, , ミロフ前エネルギー副大臣ミロフ前エネルギー副大臣))



28

ロシアのエネルギー政策

石油・天然ガスの世界への輸出拠点化を目指し、供給力拡大に注力。地下資源法石油・天然ガスの世界への輸出拠点化を目指し、供給力拡大に注力。地下資源法

の改正、ユーコス解体等、ロシアは政府によるエネルギー産業への関与を強化するの改正、ユーコス解体等、ロシアは政府によるエネルギー産業への関与を強化する
方向。（地下資源法の改正は現在ロシア議会で検討中）方向。（地下資源法の改正は現在ロシア議会で検討中）

○地下資源法改正について
・戦略的に重要な鉱区については、競売の参加条件として

最低５１％以上の株式をロシア企業が有していること。
・地下資源の所有権を「連邦」に一本化
等が盛り込まれる予定
２００５年６月にロシア国家院（下院に相当）に改正法案
が提出されたところ。

○○地下資源法改正について地下資源法改正について
・戦略的に重要な鉱区については、競売の参加条件として・戦略的に重要な鉱区については、競売の参加条件として

最低５１％以上の株式をロシア企業が有していること。最低５１％以上の株式をロシア企業が有していること。
・地下資源の所有権を「連邦」に一本化・地下資源の所有権を「連邦」に一本化
等が盛り込まれる予定等が盛り込まれる予定
２００５年６月にロシア国家院（下院に相当）に改正法案２００５年６月にロシア国家院（下院に相当）に改正法案
が提出されたところ。が提出されたところ。

○ロシアの石油・ガス産業の最近の動き
２００４年９月：コノコフィリップス社（米）がルクオイル社（露）
株式のロシア政府所有分(7.59%) を購入
２００５年５月：ガスプロム（ロシア国営独占企業体：政府保

有株式は約38％）ガスとロスネフチ（国営石
油企業）との合併構想は撤回

２００５年６月：ガスプロム社の株の一部（約１１％）を政府
に売却する方針が株主総会で承認。

○○ロシアの石油・ガス産業の最近の動きロシアの石油・ガス産業の最近の動き
２００４年９月：コノコフィリップス社（米）がルクオイル社（露）２００４年９月：コノコフィリップス社（米）がルクオイル社（露）
株式のロシア政府所有分株式のロシア政府所有分(7.59%) (7.59%) を購入を購入
２００５年２００５年５５月：ガスプロム（ロシア国営独占企業体月：ガスプロム（ロシア国営独占企業体：政府保：政府保

有株式は約有株式は約3838％％）ガスとロスネフチ）ガスとロスネフチ（国営石（国営石
油企業）油企業）との合併との合併構想構想はは撤回撤回

２００５年６月：２００５年６月：ガスプロムガスプロム社社の株の株の一部（約１１％）の一部（約１１％）を政府を政府
に売却する方針が株主総会で承認。に売却する方針が株主総会で承認。

○ユーコス社解体

ユーコス社はルークオイルに次ぐロシア第2
位の石油一貫操業会社（確認埋蔵量／石
油：147億バーレル、天然ガス：7.9兆立方
フィート／ロシアの石油生産の約2割を占め
る）。
2003年10月にボドルコフスキー社長が横領
及び脱税等容疑で逮捕後、国税当局による
追徴課税（約34億ドル／各年・2000年～）及
び資産差し押さえ。
2004年10月：ユーコスの生産子会社である
ユガンスクネフテガス社の競売実行。
2004年12月：上記「ユ」社を落札した「バイカ
ルフィナンスグループ」をロスネフチが買収

○○ユーコス社解体ユーコス社解体

ユーコス社はルークオイルに次ぐロシア第ユーコス社はルークオイルに次ぐロシア第22
位の石油一貫操業会社（確認埋蔵量／石位の石油一貫操業会社（確認埋蔵量／石
油：油：147147億バーレル、天然ガス：億バーレル、天然ガス：7.97.9兆立方兆立方
フィート／ロシアの石油生産の約フィート／ロシアの石油生産の約22割を占め割を占め
る）。る）。
20032003年年1010月にボドルコフスキー社長が横領月にボドルコフスキー社長が横領
及び脱税等容疑で逮捕後、国税当局による及び脱税等容疑で逮捕後、国税当局による
追徴課税（約追徴課税（約3434億ドル／各年・億ドル／各年・20002000年～）及年～）及
び資産差し押さえ。び資産差し押さえ。
20042004年年1010月：ユーコスの生産子会社である月：ユーコスの生産子会社である
ユガンスクネフテガス社の競売実行。ユガンスクネフテガス社の競売実行。
20042004年年1212月：月：上記「ユ」社上記「ユ」社を落札した「バイカを落札した「バイカ
ルフィナンスグループ」をロスネフチが買収ルフィナンスグループ」をロスネフチが買収

出所：資源エネルギー庁
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④④中国中国

■■ 第１０次５カ年計画（第１０次５カ年計画（20012001－－20052005）（石油備蓄、海外自主開）（石油備蓄、海外自主開
発等）発等）

→→第１１次５カ年規画（第１１次５カ年規画（20062006－－20102010）（エネルギー原単位）（エネルギー原単位2020％％
改善目標、弾性値改善目標、弾性値0.40.4？）？）

■■ 高度成長期（高度成長期（19601960年代）の日本？年代）の日本？
ｃｆ．日本弾性値：１．２（ｃｆ．日本弾性値：１．２（19651965－－7373））→→０．１（０．１（19731973－－8080））

■■ 石油輸入依存度の増大（石油輸入依存度の増大（20042004：：4444％、％、2.92.9ｍｂｄｍｂｄ→→
20302030：：7979％、％、1515ｍｂｄ）ｍｂｄ）((李）李）→→安全保障意識の高まり安全保障意識の高まり→→
外交、安保、地政学外交、安保、地政学

■■ イルメジャー志向イルメジャー志向
ペトロチャイナ：ペトロチャイナ： ５．２兆円、５．２兆円、 １．４兆円、２５２万１．４兆円、２５２万B/DB/D
シノペックシノペック ：： ８．２兆円、５３００億円、１０３万８．２兆円、５３００億円、１０３万B/DB/D
ＣＮＯＯＣＣＮＯＯＣ ：： ７４００億円、２２００億円、７４００億円、２２００億円、 ３８万３８万B/DB/D

■■ 国権的（地域覇権）ｏｒオープン（国際協調）？国権的（地域覇権）ｏｒオープン（国際協調）？
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①①抵効率石炭鉱業ボイラーの改良抵効率石炭鉱業ボイラーの改良
②②地域コジェネレーション地域コジェネレーション

③③余熱・余圧利用余熱・余圧利用
④④石油の節約と代替石油の節約と代替
⑤⑤電気機械系統の省エネルギー電気機械系統の省エネルギー
⑥⑥エネルギーシステムの最適化エネルギーシステムの最適化

⑦⑦建築の省エネルギー建築の省エネルギー
⑧⑧グリーン照明グリーン照明
⑨⑨政府機関の省エネルギー政府機関の省エネルギー
⑩⑩省エネルギーの測定・監督と技術サービス体系の建設省エネルギーの測定・監督と技術サービス体系の建設

1010の重点的省エネルギープロジェクトの重点的省エネルギープロジェクト（第（第1111次次55ヵ年規画）ヵ年規画）



31（出所：李志東）

中国エネルギー需給見直し中国エネルギー需給見直し
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５５ 誇るべき日本の（政策）パフォーマンス誇るべき日本の（政策）パフォーマンス

■ エネルギー効率（省エネ）エネルギー効率（省エネ）

■■ エネルギーミックス（多様化）エネルギーミックス（多様化）

■■ 緊急時対策：石油備蓄緊急時対策：石油備蓄

（参考）今回の石油「危機」（？）克服（？）の背景（参考）今回の石油「危機」（？）克服（？）の背景
①①エネルギーのウェイトの低下エネルギーのウェイトの低下

②②生産性の向上（効率化）生産性の向上（効率化）

③③低いインフレ期待低いインフレ期待

④④オイルマネーの環流（製品・プラントオイルマネーの環流（製品・プラント, , 株式株式 etc)etc)
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Energy EfficiencyEnergy Efficiency

(1) GDP and Energy Consumption in Japan(1) GDP and Energy Consumption in Japan
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エネルギー消費原単位の国際比較エネルギー消費原単位の国際比較
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Energy MixEnergy Mix
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エネルギーセキュリティ対応の変遷エネルギーセキュリティ対応の変遷

中東産油国の禁輸、革命 → IEAの石油備蓄で対抗

【1970年代】

【21世紀】

生産能力のボトルネック → 産消対話（IEF)の強化

需要国の国内供給チェーン → IEA等によるピアプレッシャー

（米国製油所、日本原子力等）

アジア需要国のエネルギー課題 → アジアの政策協調

（中国等、備蓄・省エネ等）
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中東中東

ロシアロシア

供給国供給国

インド

（ＡＰＥＣ）バイラテラルな関係

消費国：米、欧、中、韓、ＡＳＥＡＮ、印等

生産国：豪、露、サウジ、イラン等

（ＩＥＡ）

産消対話産消対話

（ＩＥＦ等）（ＩＥＦ等）

欧米先進消費国

（ＡＰＥＣ）

アジア消費国

＝ＡＳＥＡＮ＋３、

アジア太平洋経済協力

６６ どう対応するか：国際エネルギー戦略＝どう対応するか：国際エネルギー戦略＝
多面的・重層的なネットワーク多面的・重層的なネットワーク
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①①先進国：先進国： ＩＥＡＩＥＡetcetc、バイ（米、バイ（米etcetc））

ＩＥＡ：歴史上最もＩＥＡ：歴史上最もrelevantrelevantな国際エネルギーレジーム（先進消な国際エネルギーレジーム（先進消
費国間）、石油備蓄、政策協調（３Ｅ）費国間）、石油備蓄、政策協調（３Ｅ）
Ｇ８サミットＧ８サミット
対米バイ：日米エネルギー政策協議対米バイ：日米エネルギー政策協議（双方向協議）（双方向協議）

②②産油・ガス産油・ガス国国：産消対話・協力：：産消対話・協力： ＩＥＦＩＥＦetcetc、、
バイ（サウジバイ（サウジ・ロシア・ロシアetcetc））

ＩＥＦ：２０００年リヤドＩＥＦ：２０００年リヤド→→２００２年大阪２００２年大阪→→２００４年アムステルダム２００４年アムステルダム
→→２００６年カタール、ＪＯＤＩ（統計情報改善）、投資確保策２００６年カタール、ＪＯＤＩ（統計情報改善）、投資確保策
対サウジ：対サウジ： 尊重すべき石油の中央銀行、尊重すべき石油の中央銀行、交渉優位の確保交渉優位の確保

課題課題

対ロシア：対ロシア： 石油・ガスの非中東有力供給ソース石油・ガスの非中東有力供給ソース、信頼性の検証、信頼性の検証
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③③アジア：ＡＰＥＣ、ＡＳＥＡＮ＋３アジア：ＡＰＥＣ、ＡＳＥＡＮ＋３etcetc、バイ（中国、バイ（中国etcetc））
ＡＰＥＣ：米、露、豪の活用ＡＰＥＣ：米、露、豪の活用
ＡＳＥＡＮ＋３：経済統合との関係では最もＡＳＥＡＮ＋３：経済統合との関係では最もrelevantrelevant、消費国、消費国
連合、共同市場アプローチ連合、共同市場アプローチ

対中国、対インド：省エネ促進、調達協力・開発協力対中国、対インド：省エネ促進、調達協力・開発協力
対韓：強化されるべき同質国協力対韓：強化されるべき同質国協力（ＥＰＡ（ＥＰＡ, , 共同調達等）共同調達等）
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（ディスカウント）

（プレミアム） 1993年1月-2004年8月までの
アジアプレミアム平均値：

対欧州市場：1.38ドル/バレル

対米国市場：1.23ドル/バレル

原油価格の３極比較原油価格の３極比較

出所：資源エネルギー庁
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エネルギー関連産業のアジア展開に関する研究会 中間報告
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g50330e01j.pdf

アジアにおけるエネルギービジネス機会（例）アジアにおけるエネルギービジネス機会（例）
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77 日本のめざすべき道日本のめざすべき道

■■ 市場と制度の進化に向けた政策の移転市場と制度の進化に向けた政策の移転

■■ ３Ｅ３Ｅ国家の雁行形態国家の雁行形態モデルモデル、環境クズネッツカーブへの挑戦、環境クズネッツカーブへの挑戦

■■ ＷＴＯとＦＴＡＷＴＯとＦＴＡ//ＥＰＡのダブルトラック・アプローチを意識ＥＰＡのダブルトラック・アプローチを意識

■■ 世界と世界とアジアで示すべき日本の力、アジアで示すべき日本の力、Epistemic CommunityEpistemic Community
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Environmental Environmental KuznetsKuznets ’’ CurveCurve
環境環境クズネッツ曲線クズネッツ曲線

Environmental Impact

GDP per capita
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補論：国際レジーム論の変遷補論：国際レジーム論の変遷

■■ 「国際関係のある特定の分野における明示的且つ黙示的「国際関係のある特定の分野における明示的且つ黙示的

な原理、規範、ルール並びに意思決定手続きのセットであり、な原理、規範、ルール並びに意思決定手続きのセットであり、

それを中心としてアクターの期待が収斂していくもの」それを中心としてアクターの期待が収斂していくもの」

（Ｓ・クラズナー）（Ｓ・クラズナー）

■■ リアリスト：覇権なくしてレジーム（の安定）なしリアリスト：覇権なくしてレジーム（の安定）なし

■■ リベラリスト：覇権なしに利益判断によりレジームは可能リベラリスト：覇権なしに利益判断によりレジームは可能

（国際公共財、繰り返しゲーム論）（国際公共財、繰り返しゲーム論）

■■ コンストラクティヴィスト：アクターと構造の相互作用によりコンストラクティヴィスト：アクターと構造の相互作用により

構造は変化する。対話による認識共同体は可能構造は変化する。対話による認識共同体は可能


